


シリコンアイランド九州 ～ 生産額の推移① ～
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⚫ 1967年の三菱電機を皮切りに、大手電機系メーカーが相次ぎ進出。地場サプライヤーの育成に取
り組みシリコンアイランド九州の形成がスタート。1990年代にはアナログ、マイコン、ロジック、メモリ等を
バランスよく生産。2000年の半導体の生産金額は過去最高の１兆3,924億円を記録。

⚫ その後、韓国勢の躍進等を受けてメモリ等の生産減少が続き、シリコンサイクルが直撃した2013年の
半導体生産金額は、6,037億円（全国シェア28.4％）にまで減少。

⚫ しかし近年では、イメージセンサーやパワー半導体などの高付加価値品の生産が増加。2023年の
半導体生産金額は1兆1,534億円で、16年ぶりに１兆円超えを記録（過去５番目）。

⚫ 半導体製造装置についても、2023年の生産額は4,294億円と高水準を維持（過去２番目）。

出所）「生産動態統計調査（経済産業省）」をもとに九州経済産業局作成

九州の集積回路（ＩＣ）生産額の推移











ステップ１
足下の製造基盤の確保

ステップ２
次世代技術の確立

ステップ３
将来技術の研究開発

先端ロジック半導体
✓国内製造拠点の整備・技術
的進展

✓２nm世代ロジック半導体
の製造技術開発
→量産の実現

✓ Beyond2nm実現に向け
た研究開発（LSTC）

✓ Beyond2nm実現に向け
た研究開発（LSTC）

✓光電融合等ゲームチェン
ジとなる将来技術の開発

先端メモリ半導体
✓日米連携による信頼できる
国内設計・製造拠点の整
備・技術的進展

✓NAND・DRAMの高性能
化

✓革新メモリの開発
✓混載メモリの開発

産業用
スペシャリティ

半導体

✓国内での連携・再編を通じ
たパワー半導体の生産基盤
の強化

✓エッジデバイスの多様化・
多機能化など産業需要の拡
大に応じた用途別従来型半
導体の安定供給体制の構築

✓ SiCパワー半導体等の性能
向上・低コスト化

✓ GaN・Ga2O3パワー半導
体の実用化に向けた開発

先端パッケージ
✓先端パッケージ開発拠点の
設立

✓チップレット技術の確立
✓光チップレット、アナデ
ジ混載SoCの実現・実装

製造装置・部素材
✓先端半導体等の製造に不可
欠な製造装置・部素材の安
定供給体制の構築

✓ Beyond 2nmに必要な次
世代材料の実用化に向け
た技術開発

✓将来材料の実用化に向け
た技術開発

個別戦略 ⑴半導体分野 今後の半導体戦略の全体像①
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半導体・デジタル産業戦略（改定版・2023年６月）

2020年 2025年 2030年



人材育成

✓地域の特性に合わせた地域単位での産学官連携による人材育成（人材
育成コンソーシアム等）

✓次世代半導体の設計・製造を担うプロフェッショナル・グローバル人
材の育成

国際連携

✓日米関係では、日米半導体協力基本原則に基づき、共同タスクフォー
ス等の枠組みを活用し、米NSTCとLSTCを起点に連携を深め、次世代
半導体の開発等に取り組む

✓EU・ベルギー・オランダ・英国・韓国・台湾等の諸外国・地域と、次
世代半導体のユースケース作りや研究開発の連携等に関し、相手国・
地域のニーズ等に応じて進める

グリーン

✓ PFAS規制への対応
✓ 半導体の高集積化・アーキテクチャの最適化・次世代素材開発により、
半導体の高性能化・グリーン化を実現

※PFAS）有機フッ素化合物
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個別戦略 ⑴半導体分野 今後の半導体戦略の全体像②
半導体・デジタル産業戦略（改定版） 注）赤枠は説明者（九州経済産業局）による加筆











産
業
界

1 旭化成エレクトロニクス株式会社
2 旭化成マイクロテクノロジ株式会社
3 株式会社アスカインデックス
4 アドバンスソフト株式会社
5 株式会社アムコー・テクノロジー・ジャパン
6 株式会社アルプス物流
7 株式会社ウイルテック
8 エア・ウォーター株式会社
9 株式会社エイジェック
10 エスアイユー株式会社
11 SMC株式会社
12 NRS株式会社
13 株式会社荏原製作所 熊本事業所
14 株式会社OSナノテクノロジー
15 株式会社オジックテクノロジーズ
16 九州電子株式会社
17 株式会社九州日新
18 株式会社近鉄ロジスティクス・システムズ
19 株式会社くまさんメディクス
20 計測エンジニアリングシステム株式会社
21 サクセスインターナショナル株式会社
22 櫻井精技株式会社
23 株式会社SUMCO
24 株式会社ジーダット
25 Japan Advanced Semiconductor Manufacturing株式会社
26 株式会社ジャパンセミコンコンダクター
27 JSR株式会社
28 株式会社スズキ
29 株式会社スタッフサービス
30 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社
31 株式会社タケシタ
32 中央電子工業株式会社
33 株式会社テラプローブ
34 TXOne Networks Japan合同会社
35 株式会社デンソー
36 東京エレクトロン九州株式会社
37 東京応化工業株式会社

※太字は当初メンバー。区分毎に五十音順（行政機関除く）

○九州半導体人材育成等コンソーシアム構成機関一覧
38 東芝情報システム株式会社
39 東洋ワーク株式会社
40 日研トータルソーシング株式会社
41 日清紡マイクロデバイスAT株式会社
42 日総工産株式会社
43 株式会社日本マイクロニクス
44 株式会社ヒサノ
45 株式会社日出ハイテック
46 株式会社ピーエムティー
47 株式会社藤田ワークス
48 マイクロカット株式会社
49 株式会社マイスティア
50 株式会社マイナビ
51 三菱電機株式会社 パワーデバイス製作所
52 三菱マテリアル株式会社
53 株式会社安川電機
54 UTエイム株式会社
55 吉川工業株式会社
56 ラピスセミコンダクタ株式会社 宮崎工場
57 ラムリサーチ合同会社
58 リクルーティング・パートナーズ株式会社
59 ルネサスエレクトロニクス株式会社
60 ロジスティード九州株式会社
61 株式会社ワールドインテック



行
政
機
関

99 福岡市
100 熊本市

101 文部科学省

102 経済産業省

103 国土交通省九州運輸局

104 国土交通省九州地方整備局
105 財務省長崎税関

金
融
機
関

106 株式会社大分銀行
107 株式会社熊本銀行
108 株式会社佐賀銀行
109 株式会社十八親和銀行
110 株式会社西日本シティ銀行
111 株式会社日本政策投資銀行
112 株式会社肥後銀行
113 株式会社福岡銀行
114 株式会社三菱UFJ銀行

協
力
機
関

115 大分県LSIクラスター形成推進会議
116 かごしまモノづくり推進協議会
117 公益財団法人北九州産業学術推進機構
118 一般財団法人九州オープンイノベーションセンター
119 公益財団法人九州経済調査協会
120 一般社団法人九州経済連合会
121 公益財団法人九州先端科学技術研究所
122 一般社団法人熊本県工業連合会
123 公益財団法人佐賀県産業振興機構
124 国立研究開発法人産業技術総合研究所九州センター
125 SEMIジャパン
126 独立行政法人中小企業基盤整備機構九州本部
127 一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）
128 独立行政法人日本貿易振興機構 福岡貿易情報センター
129 公益財団法人福岡県産業・科学技術振興財団
130 明倫国際法律事務所

事務局
経済産業省九州経済産業局
一般社団法人九州半導体・デジタルイノベーション協議会

※太字は当初メンバー。区分毎に五十音順（行政機関除く）

○九州半導体人材育成等コンソーシアム構成機関一覧

教
育
機
関

62 学校法人岩崎学園
63 国立大学法人大分大学
64 国立大学法人鹿児島大学
65 北九州工業高等専門学校
66 国立大学法人九州工業大学
67 九州産業大学
68 九州職業能力開発大学校
69 国立大学法人九州大学
70 学校法人近畿大学 産業理工学部（福岡キャンパス）
71 熊本県立技術短期大学校
72 熊本県立熊本工業高等学校
73 熊本県立水俣高等学校
74 熊本高等専門学校
75 国立大学法人熊本大学
76 独立行政法人国立高等専門学校機構
77 久留米工業大学
78 国立大学法人佐賀大学
79 佐世保工業高等専門学校
80 崇城大学
81 東海大学 九州キャンパス
82 長崎県立長崎工業高等学校
83 国立大学法人長崎大学
84 学校法人西日本工業大学
85 学校法人福岡大学
86 学校法人福岡工業大学
87 都城工業高等専門学校
88 国立大学法人宮崎大学
89 福岡県立八女工業高等学校
90 学校法人早稲田大学 情報生産システム研究センター

行
政
機
関

91 福岡県
92 佐賀県
93 長崎県
94 熊本県
95 大分県
96 宮崎県
97 鹿児島県
98 北九州市
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サプライチェーン強靱化ワーキンググループ（WG） 構成機関

サプライチェーン強靱化WG：座長 鈴木 清己 氏（株式会社 スズキ 代表取締役）

1 旭化成エレクトロニクス株式会社

2 株式会社アルプス物流

3 エア・ウォーター株式会社

4 SMC株式会社

5 NRS株式会社

6 株式会社荏原製作所 熊本事業所

7 株式会社OSナノテクノロジー

8 株式会社オジックテクノロジーズ

9 株式会社九州日新

10 株式会社くまさんメディクス

11 株式会社SUMCO

12 株式会社ジーダット

13 Japan Advanced Semiconductor Manufacturing株式会社

14 株式会社ジャパンセミコンダクター

15 株式会社スズキ

16 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社

17 株式会社タケシタ

18 中央電子工業株式会社

19 TXOne Networks Japan合同会社

20 株式会社テラプローブ

21 株式会社デンソー

22 東京エレクトロン九州株式会社

23 東京応化工業株式会社

24 株式会社ヒサノ

25 日清紡マイクロデバイスAT株式会社

26 株式会社日出ハイテック

27 株式会社藤田ワークス

28 マイクロカット株式会社

29 三菱電機株式会社 パワーデバイス製作所

30 三菱マテリアル株式会社

31 株式会社安川電機

32 UTエイム株式会社

33 吉川工業株式会社

34 ラピスセミコンダクタ株式会社 宮崎工場

35 ラムリサーチ合同会社

36 ルネサスエレクトロニクス株式会社

37 ロジスティード九州株式会社

産業界

38 福岡県

39 佐賀県

40 長崎県

41 熊本県

42 大分県

43 宮崎県

44 鹿児島県

45 北九州市

46 福岡市

47 熊本市

48 財務省長崎税関

49 国土交通省九州運輸局

50 国土交通省九州地方整備局

51 経済産業省（本省）

52 株式会社大分銀行

53 株式会社熊本銀行

54 株式会社佐賀銀行

55 株式会社西日本シティ銀行

56 株式会社日本政策投資銀行 九州支店

57 株式会社肥後銀行

58 株式会社福岡銀行

59 株式会社三菱UFJ銀行

60 大分県LSIクラスター形成推進会議

61 かごしまモノづくり推進協議会

62 公益財団法人北九州産業学術推進機構

63 一般財団法人九州オープンイノベーションセンター

64 公益財団法人九州経済調査協会

65 一般社団法人九州経済連合会

66 公益財団法人九州先端科学技術研究所

67 一般社団法人熊本県工業連合会

68 公益財団法人佐賀県産業振興機構

69 国立研究開発法人産業技術総合研究所 九州センター

70 独立行政法人中小企業基盤整備機構 九州本部

71 独立行政法人日本貿易振興機構 福岡貿易情報センター

72 明倫国際法律事務所

行政機関

協力機関

金融機関

2024年6月末時点



① 企業間連携の深化と拡大

⚫ 企業間交流会（SIIQ主催）への参加【継続】

⚫ 九州域外との連携・マッチング支援（東北地域：レガシー製造装置のパフォーマンス維持、中国地

域：デバイスメーカー・サプライヤーとのマッチング）【継続】

⚫ BCP/物資安定供給WSの開催（九州域外との連携も視野）【拡充】

② 新たなビジネスモデル構築

⚫ 九州の半導体産業バリューチェーン構築WSの開催（ビジョン、戦略策定）【拡充】

⚫ 九州域内・域外、グローバルサプライチェーンへの参入支援（マッチング、ハンズオン）【新規】

③ 上記の実現に必要なネットワーク・体制整備【拡充】 16

大手企業と地場企業等との取引強化（サプライチェーン強靱化ＷＧ）

現状と課題

⚫ 2021年4月以降、公表・判明分だけで83件・4兆7,000億円超の新規投資が計画※１。台湾をは

じめ国内外のメーカーやサプライヤーが九州に注目（進出）。※1）2/27時点 九州経済産業局調べ。金額は公表済のみ

⇒ 九州域内への展開に加えて、グローバルサプライチェーンへの参入が課題

⚫ サプライチェーンの新規参入には、価格や技術的な差別化による競争優位が不可欠だが、中小企業

単独では難しく、「産学連携」「産産連携」などのアライアンスが効果的。 【2022年度調査結果】

⇒ 上記実現のためには深い相互理解・信頼関係が大前提。“顔が見える関係づくり”が重要

⚫ 国内におけるＩＣ生産の５割超が九州で生産※２。サプライチェーンの強靱化を通じて供給責任を果

たす必要。 ※２）生産金額ベース。九州経済産業局「九州地域の鉱工業動向」

⇒ 企業機密の取扱いに留意しつつ、災害等の非常時を想定したBCPに九州で取り組む
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2024年度の主な活動（方針） ※２~3つのサブWG設置（各３回程度）









人材WG：座長 安浦 寛人 （人材WG構成メンバー／産学官109機関）

２０２４年度 九州半導体人材育成等コンソーシアム 人材WG構成機関
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属性 会社・団体名

1 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社

2 Japan Advanced Semiconductor Manufacturing株式会社

3 株式会社デンソー

4 株式会社マイスティア

5 株式会社安川電機

6 株式会社ワールドインテック

7 リクルーティング・パートナーズ株式会社

8 株式会社OSナノテクノロジー

9 株式会社日本マイクロニクス

10 株式会社マイナビ

11 株式会社ジーダット

12 SMC株式会社

13 東芝情報システム株式会社

14 株式会社日出ハイテック

15 アドバンスソフト株式会社

16 株式会社アスカインデックス

17 フェニテックセミコンダクター株式会社 

18 JSR株式会社

19 サクセスインターナショナル株式会社

20 旭化成マイクロテクノロジ株式会社

21 旭化成エレクトロニクス株式会社

22 株式会社アムコー・テクノロジー・ジャパン

23 エア・ウォーター株式会社

24 株式会社エイジェック

25 エスアイユー株式会社

26 九州電子株式会社

27 株式会社SUMCO

28 株式会社ジャパンセミコンダクター

29 計測エンジニアリングシステム株式会社

30 株式会社スタッフサービス

31 株式会社タケシタ

32 株式会社テラプローブ

33 東京エレクトロン九州株式会社

34 日研トータルソーシング株式会社

35 日総工産株式会社

36 UTエイム株式会社

37 吉川工業株式会社

38 株式会社アルプス物流

39 東洋ワーク株式会社

40 株式会社ウイルテック

41 マイクロカット株式会社

42 ラムリサーチ合同会社

産業機関

73 福岡県

74 佐賀県

75 長崎県

76 熊本県

77 大分県

78 宮崎県

79 鹿児島県

80 福岡市

81 北九州市

82 熊本市

83 国土交通省九州地方整備局

84 文部科学省

85 株式会社熊本銀行

86 株式会社佐賀銀行

87 株式会社十八親和銀行

88 株式会社日本政策投資銀行九州支店

89 株式会社肥後銀行

90 日本政策投資銀行

91 大分県ＬＳＩクラスター形成推進会議

92 一般社団法人九州経済連合会

93 国立研究開発法人産業技術総合研究所

94 一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）

95 公益財団法人九州経済調査協会

96 公益財団法人九州先端科学技術研究所

97 公益財団法人北九州産業学術推進機構 （FAIS）

98 公益財団法人福岡県産業・科学技術振興財団 （ふくおかIST）

99 公益財団法人佐賀県産業振興機構 

100 かごしまモノづくり推進協議会

101 東北経済産業局

102 関東経済産業局

103 中国経済産業局

104 沖縄総合事務局

105 明倫国際法律事務所

106 株式会社価値総合研究所

107 一般財団法人九州オープンイノベーションセンター

108 SEMIジャパン

109 独立行政法人日本貿易振興機構 福岡貿易情報センター

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

経済産業省

九州経済産業局

九州半導体・デジタルイノベーション協議会（SIIQ）
事務局

行政機関

協力機関

オブザーバー

金融機関

2024年6月末時点










